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汎用スターリングエンジンの研究開発  

山 下  巌 （元 機械 技術 研 究所 ）  

野 間 口有 （産 総研 最高 顧 問， 三菱 電機 特別 顧 問 ）  

 

【  要  旨  】  

ム ー ンラ イト 計画 ・大 型 省エ ネル ギー 技術 開 発の 一環 とし て， 1 9 8 2 年度 か ら

1 9 8 7 年 度ま で 行われ た「汎 用ス ター リン グ エン ジン の研 究開 発 」に つい て，開

発 の 目標 ，研 究開 発体 制 など の研 究開 発計 画 と評 価試 験結 果を ま とめ た 。 さら

に プ ロジ ェク トに 参加 し た産 業界 の一 員と し て国 主導 で進 めら れ た研 究開 発の

意 義 等に つい て述 べた 。 なお ，Ⅰ は山 下巌 が ，Ⅱ は野 間口 有が 執 筆し た 。  

 

Ⅰ  ム ー ン ラ イ ト 計画 に お け る ス タ ー リン グ エ ン ジ ン の 研 究開 発  

 

1 ． まえ が き  

ス タ ーリ ング エン ジン は，1 9 7 3 年の 第 1 次 オイ ルシ ョッ ク後 ，日 本 でも 省エ

ネ ル ギー 性， 多種 燃料 性 ，低 公害 性 (排ガ ス ，騒 音， 振動 )に 優 れた 新型 エン ジ

ン と して 注目 され ，ま た ，日 本の メー カ等 に 対し ，当 時こ の分 野 の研 究開 発を

リ ー ドし てい たオ ラン ダ のフ ィリ ップ ス社 等 から もい ろい ろな 接 触が 試み られ

て い たよ うで ある 。そ の ため ，舶 用エ ンジ ン およ び自 動車 用エ ン ジン とし ての

開 発 計画 の検 討が それ ぞ れ運 輸省 ，通 産省 を 中心 に行 われ ，前 者 では ， 1 9 7 6 ～

1 9 8 0 年 度の 5 年 間に わ たり，8 0 0 馬力ス タ ーリ ング エン ジン の 開発 を目 指し た

研 究 開発 が実 施さ れた 。  

こ れ に対 し， 自動 車用 エ ンジ ンと して の開 発 は見 送ら れた が， そ の一 因に ，

当 時 社会 問題 にな って い たガ ソリ ン車 に対 す る排 ガス 規制 が 3 元 触媒 の導 入等

に よ りク リア でき る見 通 しの つい たこ とが あ った と思 われ る。 し かし ，通 産省

サ イ ドで スタ ーリ ング エ ンジ ンに 対す る関 心 が失 われ たわ けで は なく ， ア イシ

ン 精 機が 1 9 7 6 ～ 1 9 7 9 年度 にわ た り通産 省 の重 要技 術開 発補 助 金 ( 1 9 7 6～

1 9 7 7 年 度は 東 京ガス が 主体 ) によ る助成 を 受け ，回 転斜 板式 の 複動 型エ ンジ ン

M T 7 9 を 開発 し た。ま た ， 1 9 7 7 年 度から は ，筆 者が 所属 して い た工 業技 術院 機

械 技 術研 究所 でも 研究 に 着手 し， ムー ンラ イ ト計 画発 足後 は， そ の一 環で ある

先 導 的基 盤的 省エ ネル ギ ー技 術研 究開 発の 中で 1 9 8 1 年ま で研 究 用エ ンジ ンの

試 作 ，運 転を 含む 基礎 的 研究 を実 施し た。  

こ れ らを ベー スに ，ム ー ンラ イト 計画 ・大 型 省エ ネル ギー 技術 開 発の 一環 と

し て 「汎 用ス ター リン グ エン ジン の研 究開 発 」 ( 1 9 8 2～ 1 9 8 7 年 度 ) が開 始 され

た わ けで ある が， 「汎 用 」の 言葉 通り ，そ の 用途 には ，自 動車 で はな く， 都市
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ガ ス を 主 燃 料 と す る 冷 暖 房 シ ス テ ム と 小 型 動 力 ( 発 電 機 ) シ ス テ ム が 設 定 さ れ た 。

自 動 車用 が採 用さ れな か った 背景 には ，上 述 の排 ガス 対策 にお け る状 況変 化の

ほ か，米国 でフ ォード 社 が開 発中 止を 決定 し， 1 9 7 8 年に スタ ー トし たエ ネル ギ

ー 省 ( D O E ) の自 動車用 ス ター リン グエ ンジ ン 開発 計画 に大 手自 動 車メ ーカ は参

加 し なか った こと もあ っ たと 思わ れる 。  

冷 暖 房シ ステ ムを 中心 と する 用途 設定 が行 わ れた 主た る理 由は ， 冷暖 房用 を

中 心 とす る民 生部 門で の エネ ルギ ー消 費の 伸 びが 目立 ち始 め， こ の分 野で の省

エ ネ ルギ ー化 およ び石 油 代替 化の 推進 をは か るこ とが 極め て重 要 であ ると 考え

ら れ たこ とで ある 。す な わち ，熱 効率 に優 れ た可 能性 を持 つス タ ーリ ング エン

ジ ン は， 自動 車に 比べ 格 段に 運転 時間 の長 い 冷暖 房シ ステ ム等 へ 適用 され た場

合 に ，そ の効 果を 最大 限 に発 揮で きる 可能 性 があ り， さら に， ス ター リン グエ

ン ジ ンの 欠点 の一 つと さ れて いる 冷却 水放 熱 量が 大き いこ とも ， これ を暖 房あ

る い は給 湯に 利用 する こ とに より ，逆 に総 合 的な エネ ルギ ー利 用 効率 を高 める

た め に活 かせ る可 能性 が ある と考 えら れた 。 また ，エ ンジ ン駆 動 の冷 暖房 シス

テ ム や小 型発 電シ ステ ム の導 入が ，夏 場の 電 力ピ ーク のカ ット す なわ ち電 力負

荷 平 準化 に寄 与し ，さ ら に前 者は 寒冷 地で の ヒー トポ ンプ の普 及 につ なが るこ

と も 期待 され た。 外燃 機 関で ある こと によ る 多種 燃料 性， 低公 害 性も 当然 期待

さ れ た。 そし て， この 研 究開 発を ベー スに ス ター リン グエ ンジ ン の実 用化 技術

を 確 立し ，自 動車 等の 他 分野 での 展開 をは か るた めの 基礎 を築 く こと が基 本的

な 狙 いと され たこ とは 言 うま でも ない 。  
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2 ． 研究 開 発計 画  

「 汎 用ス ター リン グエ ン ジン の研 究開 発」 で は， 上述 のよ うに ， スタ ーリ ン

グ エ ンジ ンを 民生 部門 等 にお ける 省エ ネル ギ ー化 およ び石 油代 替 化の 推進 への

寄 与 が期 待で きる 新型 熱 機関 とし て位 置付 け ，そ の実 用化 技術 を 確立 する こと

を 目 的に 基本 計画 が立 案 され た。表 1 に基 本 計画 にお ける 開発 目 標，図 1 に 研

究 開 発ス ケジ ュー ルを 示 す。  

 

2 . 1 エン ジン 本体  

表 1 で，エン ジン 出力 が 3 k W 級，3 0 k W 級 と 比較 的小 容量 にな っ てい るの は，

冷 暖 房等 の利 用シ ステ ム との 適合 性が 考慮 さ れた ため であ る。 目 標熱 効率 は，

3 k W 級エ ンジ ンで 3 2 % ， 3 0 k W 級で 3 5 %に 設 定さ れた 。た だし ， 小型 動力 用の

3 0 k W 級 エン ジ ンでは ，他の 作動 ガス が，ヘ リウ ムで ある のに 対 し，水素 を作 動

ガ ス に使 用す るこ とを 想 定し 3 7 % とや や高 い 目標 熱効 率が 設定 さ れた 。  

こ れ らは ，デ ィー ゼル エ ンジ ンと 同等 ある い はそ れを 上回 る水 準 にあ り， 国

際 的 に見 ても 最高 レベ ル のも ので あっ た。 な お， エン ジン の熱 効 率は ，冷 却水

入 口 温度 2 5 ℃ におけ る 軸出 力（ 3 0 k W 級 エ ンジ ンで は， ブロ ワ ー等 の駆 動に 要

す る 補機 電力 を差 し引 く ）と 低位 発熱 量の 比 で定 義さ れて いる 。 燃料 には 天然

ガ ス（都 市ガ ス 1 3 A）を 使用 し ，ボ イラ ー規 制 以下 のク リー ンな 排 ガス レベ ル (例

え ば ， N O x に つい ては O 2 5％ で 1 5 0 p p m ) を 達成 す るこ とも目 標 とさ れた 。  
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2 . 2 利用 シス テム  

表 1 の よう に， 利用シ ス テム につ いて は， 耐 久性 ，騒 音レ ベル 等 が目 標と し

て 掲 げら れ， 冷暖 房シ ス テム では 目標 成績 係 数も 定め られ た。 冷 暖房 シス テム

の 性 能は ，当 時実 用化 が 間近 な状 況に あっ た ガス エン ジン ・ヒ ー トポ ンプ を凌

駕 し ，将 来的 にこ れに 置 き換 わる こと を狙 っ て設 定さ れて おり ， 特に その 騒音

レ ベ ルは 電動 式と 同等 の レベ ルに なっ てい る 。こ こで ，成 績係 数 は， J I S で定

め ら れた 標準 的な 冷暖 房 条件 での 値で ある が ，エ ンジ ン本 体の 場 合と 異な り高

位 発 熱量 を基 準 (ただ し ，補 機消 費電 力は 考 慮せ ず )と して定 義 され てい る。 な

お ， 給湯 温度 はな るべ く 高い こと が望 まし い が， その 上昇 はエ ン ジン 熱効 率を

低 下 させ るの で， 許容 さ れる 下限の 4 5℃ に 定め られ た。  

一 方 ，小 型動 力用 であ る 発電 機シ ステ ムの 開 発は ，小 型デ ィー ゼ ルエ ンジ ン

発 電 機の 代替 を狙 った も ので ，燃 料多 様化 ， 低公 害性 が主 な利 点 とし て考 えら

れ お り， コジ ェネ レー シ ョン への 展開 も想 定 され た。  

 

2 . 3 研究 開発 スケ ジュ ー ル  

図 1 の 研究 開発 スケジ ュ ール に示 され てい る よう に， 中間 評価 ま での 3 年間 に

基 本 エン ジン を試 作し ， 要素 技術 を含 むエ ン ジン の設 計・ 製作 技 術に 目処 をつ

け た 後， 実用 型エ ンジ ン およ び利 用シ ステ ム の開 発に 進み ，最 終 年度 に目 標の

達 成 度， 将来 性等 につ い て最 終評 価を 行う こ とが 予定 され た。 計 画は 当初 のス

ケ ジ ュー ル通 り実 施さ れ ，ま た， 研究 開発 費 用と して 総額 約 1 0 0 億円 が予 定さ

れ て いた が，最 終 的に は約 8 0 億 円で 収ま っ てい る。な お，図 1 に 見ら れる よう

に ， 燃料 多様 化も 研究 対 象と され てお り， 木 質系 燃料 およ びメ タ ノー ル等 の液

体 燃 料の 利用 技術 につ い ても 研究 が行 われ た 。  

 

2 . 4 研究 開発 体制  

研 究 開発 は，工 業 技術 院 のム ーン ライ ト計 画 推進 室の マネ ージ メ ント の下 で，

国 立 研究 所が 基礎 的な 支 援研 究を，新 エネ ル ギー 総合 開発 機構 ( N E D 0 ) がエ ン ジ

ン お よび 利用 シス テム の 開発 を担 当し て実 施 され た。 なお ， 1 9 8 6 ～ 1 9 8 8 年 に

は ， 国際 エネ ル ギ ー機 関 ( I E A ) を通 して， 米 国， スウ ェー デン と の研 究協 力も

行 わ れた 。図 2 に研究 開 発の 実施 体制 を示 す 。  

国 立 研究 所に おい ては ， 機械 技術 研究 所で 研 究用 エン ジン の運 転 実験 とシ ミ

ュ レ ーシ ョン 手法 の開 発 に基 づく 試験 評価 方 法 ，熱 交換 技術お よ びシ ール 技術 ，

航 空 宇宙 技術 研究 所で 低 N O x 燃 焼技 術， 公 害資 源研 究所 で木 質 系燃 料の 燃焼 技

術 に つい てそ れぞ れ研 究 が行 われ た。  
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N E D 0 に おけ る 研究開 発 は，三菱 電機 ，東 芝 ，ア イシ ン精 機，三 洋電 機の 4 社

に 委 託し て進 めら れた 。 開発 エン ジン は， 3 k W 級と 3 0 k W 級の 2 つ の容 量の エ

ン ジ ンに 大別 さ れ ，そ れ ぞれ 2 機種 の計 4 機 種か らな ってい る 。エ ンジ ンの 略

称 と 形式 等を表 2 に示 す 。こ れら の基 本的 な 開発 目標 は， もち ろ ん表 1 の通 り

で あ るが ，計 画を より 具 体化 する ため ，運 転 条件 の明 確化 ，よ り 詳細 な開 発基

準 の 設定 等が 行わ れた 。  
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3 ． 評価 試 験結 果  

プ ロ ジェ クト 発足 後，約 2 年半 を経 過した 1 9 8 4 年 1 2 月 から 1 9 8 5 年 3 月 に

か け ， 4 機種 の基 本型 エ ンジ ンの 評価 試験 が 機械 技術 研 究 所 に お い て 実 施 さ れ ，

こ れ を基 に中 間評 価が 行 われ た。 その 結果 ， いず れの エン ジン に おい ても 基本

目 標 達成 の見 通し が得 ら れた と評 価さ れ，4 機種 とも 実 用型エ ン ジン およ び利 用

シ ス テム の開 発に 進む こ とに なっ た。 ただ し ，安 定性 の向 上， N O x 排 出レ ベル

の 低 減， 小型 軽量 化等 に 一層 努め る必 要が あ るこ とが 課題 とし て 指摘 され た。  
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そ し て， 最終 年度 の 1 9 8 7 年 1 0 月 か ら 1 9 8 8 年 2 月 の 約 4 ケ 月 間 に わ た り ，

機 械 技術 研究 所に おい て 実用 型エ ンジ ンお よ び利 用シ ステ ムの 最 終評 価試 験が

実 施 され た。 この 試験 に 並行 して ，統 一基 準 に基 づく エン ジン 本 体お よび シー

ル 装 置の 耐久 性試 験も 各 社に おい て行 われ た 。以 下で は， この 最 終評 価試 験の

結 果 をも とに ，研 究開 発 成果 を紹 介す るこ と にす る。  

 

3 . 1 試験 方法  

エ ン ジン の評 価試 験で は ，そ の特 性を 詳細 か つ総 合的 に把 握す る ため に， 測

定 項 目は 軸ト ルク ，回 転 数， 作動 ガス 圧力 ， 燃料 流量 ，燃 焼用 空 気流 量， 冷却

水 放 熱量 ，ヒ ー夕 管温 度 ，膨 張空 間ガ ス温 度 ，排 気ガ ス成 分濃 度 ，補 機消 費電

力 ， 等々 と極 めて 多岐 に わた り， 全体 の測 定 点数 は約 1 2 0 点 に 上っ た。 特に ，
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内 部 特性 を明 らか にす る ため に， 指圧 線図 の 測定 と解 析も 行わ れ た。 また ，組

立 て 式無 響室 を用 いて 騒 音レ ベル の測 定も 実 施さ れた 。  

一 方 ，冷 暖房 シス テム に つい ては ，水 冷チ ラ ー方 式は 水側 熱量 計 ，空 冷パ ッ

ケ ー ジ方 式は 2 次冷媒 熱 量計 に接 続す るこ と によ って 試験 され た 。し かし ，騒

音 レ ベル はい ずれ もパ ッ ケー ジ化 され たシ ス テム を対 象に 測定 さ れた 。ま た，

発 電 機シ ステ ムの 試験 は ，そ の出 力端 を容 量 と力 率が 可変 の負 荷 装置 に接 続す

る こ とに よっ て行 われ た 。  

 

3 . 2 エン ジン 本体 の試 験 結果  

最 終 評価 試験 時点 にお ける 4 機 種の エンジ ン の断 面図 を図 3～ 図 6 に， 主な

諸 元 およ び運 転条 件を 表 2 にそ れぞ れ示す 。 また ，試 験結 果の 一 部を表 3 に ，

部 分 負荷 特性 の一 例を 図 7 に示 した 。  

中 間 評価 時に は， 程度 の 差は あれ 各エ ンジ ン に共 通し て気 筒内 圧 力に アン バ

ラ ン スが 生じ ，運 転状 態 が不 安定 にな る傾 向 が見 られ た。 しか し ，ピ スト ンリ

ン グ 等の 改良 によ り， 最 終評 価時 には この よ うな 現象 は全 く現 れ ず， 全て のエ

ン ジ ンに おい て極 めて 安 定し た運 転が 行わ れ ，目 標の 軸出 力は 十 分に 達成 され

た 。 熱効 率も 格段 に改 善 され ，表 3 に見ら れ るよ うに ，い ずれ の エン ジン にお

い て も目 標熱 効率 が達 成 され た。 これ は， ヒ ータ およ びク ーラ の 改良 によ る有

効 温 度比 の向 上， 再生 器 の熱 的性 能と 器壁 の 熱絶 縁性 の改 良に よ る内 部熱 損失

の 低 減に より ，内 部変 換 効率 や図 示熱 効率 に よっ て代 表さ れる 内 部性 能の 向上

に 成 功し たこ とに よる も のと 認め られ た。 ま た ， 空気 予熱 器の 性 能向 上や 機械

損 失 の低 減の 寄与 があ っ たこ とも 確認 され た 。  

ス タ ーリ ング エン ジン の 特長 の一 つと して ， 常に 排気 ガス の清 浄 性が 挙げ ら

れ る が， 実際 には N O x の低 減と 熱 効率の 向 上を 両立 させ るこ と は容 易で なく ，

事 実 ，中 間評 価時 には か なり 高い N O x 排 出 濃度 が測 定さ れた 。 これ に対 して ，

最 終 評価 試験 にお いて は ，表 2 の よう に異 な った 対策 方法 が採 用 され たが ，図 8

に 例 示し たよ うに ，い ず れの 場合 にも 1 5 0 p p m 以 下の 目標が 達 成さ れた 。ただ，

燃 焼 制御 のみ によ る対 策 が行 われた N S 3 0 A では ，図 8 の よう に 低負 荷領 域で

N O x 濃度 の上 昇が 見ら れ たが ，付 帯機 器を 用 いな い本 質的 な対 策 方法 とし て注

目 さ れた 。  

寸 法 ，重 量も 目標 とさ れ た水 準に ほぼ 達し た が， 特に ， 3 k W 級 エ ンジ ンの 重

量 が 中間 評価 時の 1 / 4 以下 に低 減 された の が目 立っ た。N S 0 3 Ｍ エン ジン の寸 法

と 形 状の 変遷 の様 子を 図 9 に示 す。 在来エ ン ジン に比 べ寸 法や 重 量の 点で 劣る

の は 事実 であ るが ，想 定 して いる 利用 シス テ ムに 組み 込ん だ場 合 には ，十 分に

競 合 でき るレ ベル であ り ，ま た，出 力容量 の 適正 化や 部品 の軽 量 化を 進め れば ，
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さ ら に小 型・ 軽量 化が 可 能に なる もの と見 込 まれ た。  

 

 

3 . 3 利用 シス テム の 試 験 結果  

冷 暖 房シ ステ ムは ，ス タ ーリ ング エン ジン に より ラン キン サイ ク ルの 冷凍 サ

イ ク ルを 駆動 する シス テ ムで あり ，その構 成 例を図 1 0 に 示し た 。表 4 に 示す よ

う に ，熱 効率 に優 れた エ ンジ ンの 開発 によ り ，冷 暖房 シス テム に おい ても 高い

成 績 係数 C O P が 実現 さ れ， いず れの シス テ ムで も目 標を 大幅 に 上回 った 。冷 房

時 の 特性 の一 例を 図 1 1 に示 す。C O P の向 上 には，圧 縮機 を中 心 とし た冷 媒サ イ

ク ル の高 性能 化， 高度 な 廃熱 利用 を行 いう る シス テム の開 発の 寄 与も 大き かっ

た も のと 思わ れる 。特 に ，N S 0 3 M お よび N S 0 3 T の 圧縮 機に は ，エン ジン との 適

合 性 も考 慮し つつ ，小 型 圧縮 機と して は最 も 先進 的な スク ロー ル 型が 採用 され

た 。 また ， N S 3 0 A で は ，エ ンジ ンと 一体 化 され た圧 縮機 の採 用 が機 械効 率の 向

上 に 寄与 した と考 えら れ る。  
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表 4 に 見ら れる ように ， 冷房 時の 給湯 を含 めた C O P では ， 3 k W 級の 小型 シ ス

テ ム の方が 3 0 k W 級シ ス テム を上 回っ たが ，こ れは ，前 者では 凝 縮器 廃熱 の一 部

が 給 湯に 利用 され たの に 対し ，後 者で はこ れ が行 われ てい ない こ とに よっ てい

る 。 また ，給 湯温 度は 4 5℃ ( 供給 温度 2 0 ℃ ) に設 定さ れた が， 実 用的 には もっ

と 高 い温 度が 要求 され る こと が多 いの で， 給 湯を 含めた C O P は やや 過大 評価 に

な っ てい る可 能性 があ る 。  

制 御 性に 関し ても ，図 1 2 に 例示 した よう に ，冷 暖 房用 として 十 分な 特性 を持

つ こ とが 実証 され た。騒音 レベ ル も表 4 に 示 した よう に良 好な 結 果が 得ら れた 。

そ の 中で ， N S 3 0 A が 極 めて 良好 な騒 音特 性 を示 して いる のは ， この シス テム が

4 気 筒回 転斜 板式 エン ジ ンを 採用 して いる こ とに よる もの と思 わ れる 。  

一 方 ，発 電機 シス テム も 十分 に低 い周 波数 変 動率 等を 示し ，発 電 機駆 動用 と

し て のス ター リン エン ジ ンの 可能 性も 実証 さ れた。しか し，騒 音 レベ ルは 7 0 d B

を 超 える 結果 にな った 。 これ はエ ンジ ン駆 動 機構 部 に 使用 され た 歯車 に原 因が

あ り ， U 4 式 エ ンジン の 問題 点と 言え よう 。 発電 機シ ステ ムで 特 に重 要視 され る

制 御 性に 関し ては ， 5 0 % 程度 の 負荷 変動に 対 し て は 問 題 の な い こ と が 分 か っ た 。 
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3 . 4 研究 開発 成果  

上 述 のよ うに ，ム ーン ラ イト 計画 では ，世 界 最高 水準 の熱 効率 を 持つ スタ ー

リ ン グエ ンジ ンを 開発 し，し かも低 N O x 化 と 両立 させ るこ とに 成 功し た。ただ ，

小 型 動力用 3 0 k W 級エ ン ジン で予 定さ れた 水 素を 作動 ガス とす る 運転 は水 素の

取 扱 上の 問題 で実 施で き ず， シミ ュレ ーシ ョ ンに よる 性能 予測 を 行う に留 ま っ

た 。 また ， 2 万時 間の 耐 久性 につ いて も， エ ンジ ン本体 5 0 0 時 間お よび シー ル

装 置 1 万時 間の 耐久試 験 の結 果か ら推 定す る に留 まり ，そ の実 証 は課 題と して

残 さ れた 。し かし なが ら ，ス ター リン グエ ン ジン が優 れた 熱効 率 と環 境適 合性

を 有 し， 特に ，冷 暖房 シ ステ ムに 適用 した 場 合に その 特長 を最 大 限に 発揮 でき

る こ とを 実証 した こと は 画期 的な 成果 であ っ たと 言え よう 。  

な お ，紙 面の 都合 で触 れ られ なか った が， 開 発の 基盤 には ，エ ン ジン 特性 の

計 測 ・解 析技 術， コン ピ ュー タシ ミュ レー シ ョン に基 づく エン ジ ン設 計技 術，

ヒ ー 夕， クー ラ， 再生 器 ，空 気予 熱器 を含 む 熱交 換器 の設 計・ 製 作技 術， ピス

ト ン リン グ， ロッ ドシ ー ル， 油侵 入防 止等 に 関す るシ ール 技術 ，低 N O x・ 低騒

音 燃 焼技 術， 駆動 機構 部 の損 失低 減と 低騒 音 化， 作動 ガス 圧力 制 御を 中心 とし

た 出 力制 御技 術， 等に 関 する 研究 開発 成果 が あっ たこ とは 言う ま でも ない 。  

ま た ，上 記の 評価 試験 は 統一 的な 運転 条件 と 手法 によ って 実施 さ れ， 主要 デ

ー タ は全 て公 表さ れて い る。 この よう に， 複 数の メー カの 手で 開 発さ れた スタ

ー リ ング エン ジン と利 用 シス テム が同 一条 件 で， しか も同 時に 試 験さ れた 例は

世 界 的に も無 く， ムー ン ライ ト計 画に おけ る 大き な成 果の 一つ で あっ たと 言っ

て よ いと 思わ れる 。  

 

4 . あ とが き  

以 上 に述 べた 研究 開発 に より ，ス ター リン グ エン ジン によ り駆 動 する 冷暖 房

シ ス テム すな わち スタ ー リン グェ ンジ ンヒ ー トポ ンプ シス テム （ S E H P ）が 優れ

た 省 エネ ルギ ー性 ，環 境 保全 性を 持つ こと が 実証 され たこ とを 受 け， この 実用

化 を 推進 する ため ，工 業 技術 院の 省エ ネル ギ ー技 術開 発助 成事 業 に基 づき ，1 9 8 8

～ 1 9 9 1 年 度の 4 年間 に わた り実 用化 研究 が 実施 され た。S E H P の 耐久 性の 実証，

コ ス ト低 減等 を主 目的 に した この 実用 化研 究 には ，三 菱電 機， ア イシ ン精 機，

ガ ス 3 社等 から 構成さ れる 2 グ ルー プが参 加 し， 複数 台の S E H P の試 作と 耐久

試 験 が行 われ た。また ， S E H P の 実 用化を 側 面か ら支 援す るた め ，ヒ ート ポン プ

技 術 開発 セン ター を中 心 に ，高 圧ガ スの取 り 扱い 等を 含む S E H P の安 全化 技術 を

確 立 する ため の検 討も 行 われ てき た。 この 結 果， 1 9 9 1 年末ま でに 6 7 台 にの ぼ

る 製 作実 績と 1 台当た り 最長 1 万時 間に達 す る運 転実 績を ベー ス に， 耐久 性の

向 上 ，安 全化 技術 の確 立 ，低 コス ト化 の検 討 が進 み， 民生 分野 で 世界 初の スタ
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ー リ ング エン ジン の商 品 化が 間近 な段 階に 達 した 。  

し か しな がら ，こ のプ ロ ジェ クト で開 発さ れ たよ うな シス テム は ，残 念な が

ら 日 の目 を見 ない まま に 終わ って いる 。そ の 理由 には いく つか 考 えら れる が，

主 な もの とし て競 合す る ガス エン ジン や燃 料 電池 を利 用す るシ ス テム に対 抗で

き な いと の判 断が なさ れ たた めだ と考 えら れ る。 今後 ，再 起す る 見通 しも ない

が ， この 研究 開発 の経 験 が反 省も 含め て他 分 野で の研 究開 発に 活 かさ れる こと

を 期 待し たい 。  

 

Ⅱ 「 汎 用 ス タ ー リ ング エ ン ジ ン の 研 究 開発 」 に 参 加 し て  

― 国 プ ロ の 意 義 を 実感 ―  

 

7 月 中頃，産総 研の前 身 の一 つで ある 機械 技 術研 究所 O B の山 下 巌博 士の 訃報

を 受 けた 。私は 上記研 究 開発の N E D O プロ ジ ェク トに 於い て山 下 氏の 薫陶 を受 け

た 一 人と して ，大 きな 衝 撃受 けた 。心 から 深 甚の 哀悼 の意 を表 し たい 。以 下の

文 は，編 集委 員の 筒井 康 賢氏 から ，山 下氏 の 著さ れた「 A I S T 研 究秘 話」に 合 わ

せ て プロ ジェ クト に参 加 した 者と して 何か 経 験談 を書 くよ うに と の要 請を 受け

て 作 成し たも ので ある 。 訃報 を受 けた 時丁 度 拙稿 が出 来た とこ ろ だっ たの で ，

書 き 改め るべ きか 悩ん だ が ， ご存 命を 前提 に して 作成 した もの の 方が ，思 いが

自 然 に出 て良 かろ うと 思 って その まま 提出 す るこ とに した 。  

ム ー ンラ イト 計画 に於 け る汎 用ス ター リン グ エン ジン の研 究開 発 につ いて 書

く よ うに と編 集 者 から 依 頼を 受け た。 しか し 同研 究開 発に つい て は山 下巌 氏の

論 述 で余 すと ころ なく 触 れら れて いる ので ，「 A I S T 研 究秘話 」に付 け加 える 事

は 何 もな い。 そこ でこ こ では ，編 集者 から の 折角 のお 話な ので ， プロ ジェ クト

に 参 加し た産 業界 の一 員 とし ての 立場 から ， 国主 導で 進め られ た 研究 開発 の意

義 等 につ いて ，私 見を 述 べて みた い。  

こ の 研究 開発 プロ ジェ ク トは ，ム ーン ライ ト 計画 ・大 型省 エネ ル ギー 技術 開

発 の 一環 として 1 9 8 2 年 度に スタ ート した 。省 エネ ルギ ーはわ が 国に とっ て極 め

て 重 要な 課題 であ り ， そ の上 当時 逼迫 気味 で あっ た電 力以 外の エ ネル ギ ー 源で

冷 暖 房・給 湯が 賄える 可 能性 があ るこ とも 本 プロ ジェ クト 推進 の 理由 であ った 。 

当 時 筆者 は三 菱電 機の 研 究所 のグ ルー プマ ネ ージ ャで あっ たが ， 家庭 用や 業

務 用 の暖 房機 の開 発や 自 動車 用エ ンジ ン制 御 シス テム の研 究チ ー ムを 率い てい

た 。 グル ープ では ，社 内 の製 造拠 点の ため の 新製 品開 発・ 新技 術 開発 だけ でな

く ， 資源 の節 約や 資源 の 多様 化に つな がる 未 踏技 術に もチ ャレ ン ジし よう と若

手 を 中心 に取 組ん でい た 。その 一環 として ス ター リン グエ ンジ ン も取 り上 げた 。

内 燃 機関 と違 って 外燃 （ 熱） 機関 であ るの で ，太 陽熱 ，バ イオ マ ス等 がエ ネル
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ギ ー 源と して 使え る可 能 性が ある こと も魅 力 であ った 。文 献等 で その 理論 効率

の 高 さは 注目 に値 する と いう 事は 知っ てい た が ， 何度 か試 作し て 見た 結果 ，高

温 部 と低 温部 の温 度比 や 容積 ，再 生機 の効 率 等々 の機 関構 成の 諸 元・ 条件 が効

率 に 大き く影 響す ると い う事 で ， サイ クル 解 析技 術な どの 充実 を 図っ てい た。

こ の よう な経 験を 重ね て いた とこ ろで ，ム ー ンラ イト 計画 で取 り 上げ られ るこ

と を 知り 参加 を申 請し た 。  

８ ０ 年代 はわ が国 が高 度 成長 期を 経て 産業 競 争力 が欧 米先 進国 に 肉薄 し ， 部

分 的 には それ を凌 駕し た と言 われ た時 代で あ る。 しか し競 争力 を 支え た技 術の

多 く は欧 米 先 進国 から 導 入し たも ので あっ た 。そ れ故 技術 ただ 乗 りと いう 批判

を 彼 らか らし つこ く受 け てい た。 した がっ て ，導 入技 術を うま く 使い こな すだ

け で なく ，世 界を 先導 す る技 術・ 製品 をい ち 早く 実証 し発 信し た いと いう 思い

が 国 にも 民間 にも 高ま っ てい た。 エネ ルギ ー 関連 技術 の研 究開 発 にお いて も ，

導 入 の時 代か ら競 争・ 協 調の 時代 へと 意識 変 革が 起こ って いた の であ る。 サン

シ ャ イン 計画 やム ーン ラ イト 計画 がス ター ト した のは まさ にこ の よう な時 代の

要 請 によ るも ので ある 理 解し てい た。  

ム ー ンラ イト 計画 には ，そ れ ぞれ タイ プは 違 うが 当社 ，東 芝，アイ シ ン精 機，

三 洋 電機 の４ 社が 参加 し ，機 械技 術研 究所 等 の国 研の 支援 も受 け て研 究開 発を

推 進 した 。出 力や 熱効 率 など の初 期に 定め た 目標 は一 応ク リ ア し たが ，事 業と

し て 成功 する まで には 残 念な がら 至ら なか っ た。 その 理由 は既 に 山下 氏に 指摘

さ れ てい る通 りで ある が ，民 間の 立場 で付 け 加え ると すれ ば ， 主 たる 応用 分野

で あ る空 調や 給湯 にお い て既 存製 品に 匹敵 す る生 産性 やコ スト パ フォ ーマ ンス

を 実 現す る展 望が 開け な かっ た事 であ る。  

し か し，参加 した 者に と って は大 きな 教訓 が あっ た。N E D O 主 導 のもと 4 社 共

同 で 調査 し ， 米国 D O E 等で のエ ン ジン研 究 の状 況 ， エネ ルギ ー 源多 様化 へ向 け

た 世 界的 な研 究開 発の 状 況な どの 情報 に触 れ ，大 いに 刺激 を受 け た。 また ，企

業 に とっ ては 全て 自社 技 術で 対応 する こと は 無理 でも ，多 くの 優 秀な 技術 を持

つ 他 企業 や国 研 ， 大学 な どと 協力 する ，所 謂 オー プン イノ ベー シ ョン によ って

多 く のブ レー クス ルー が 実現 する こと も経 験 した 。特 に機 械技 術 研究 所は 山下

氏 の リー ダシ ップ のも と エン ジン 開発 の基 礎 ・基 盤技 術の 研究 を 推進 し ， 成果

を 公 開す ると 共に ，エ ン ジン 評価 の公 正で 公 平な 手法 の開 発な ど で大 きな 役割

を 果 たし た。  

ま た ，筆 者が 属し てい た 会社 では ，ス ター リ ング エン ジン だけ で なく 工業 技

術 院や N E D O の他 のプ ロ ジェ クト にも 多く 参 加し てい たが ，い ず れも 先程 述べ た

時 代 認識 の下 で設 定さ れ たも のと 言え た。 そ の後 ，研 究所 のト ッ プ ， 企業 のト

ッ プ を経 験し たも のと し て振 り返 って みる と ，ま さに 科学 技術 立 国を 目指 す官
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民 挙 げて の取 組で あっ た ので ある 。あ の時 代 に獲 得し た技 術を 敷 衍し 進化 させ

て ， わが 国を 代表 する 事 業と して 実現 した も のは 数多 くあ る。 筆 者が 直接 担当

し た わけ では ない が当 社 の例 を一 ，二 挙げ る と ， ヒー トポ ンプ 装 置や 大型 工業

技 術 とし て取 り上 げら れ た高 性能 レー ザ装 置 があ る。 いず れも 今 やわ が国 企業

の 製 品が 世界 市場 で大 い に存 在感 を発 揮す る に至 って いる 。ス タ ーリ ング エン

ジ ン は残 念な がら 実用 化 には 至ら なか った が ，再 生機 も含 めた 熱 交換 器の 設計

技 術 ，サ イク ル解 析技 術 等が 向上 した 。逆 サ イク ルを 使え ば ， マ イナ ス百 度以

下 の 発生 手段 とし ての 可 能性 があ る事 が分 か り ， 高精 度赤 外線 セ ンサ ー（ 化合

物 半 導体 ）の 冷却 器を 自 主的 に試 作し た。 こ れに よっ て高 空か ら の地 表面 高感

度 観 測手 段と して 有効 な こと を示 す事 が出 来 た。 この 経験 を通 じ て筆 者は ，先

導 的 課題 にチ ャレ ンジ す る事 は ， たと え最 初 に目 指し たア ウト カ ムに 到達 しな

く て も， 挑戦 の過 程で 多 く の 基礎 ・基 盤技 術 の蓄 積を 可能 にし ， それ が又 新た

な 展 開の 起爆 剤に なる も ので ある と認 識し た 。  

近 年 ，オ ープ ンイ ノベ ー ショ ンの 重要 性が 盛 んに 指摘 され てい る が ， 筆者 は

既 に N E D O プ ロジ ェク ト への 参加 のお 陰で ，そ の意 義，メリッ ト を強 く実 感で き

た 。 一部 門 ， 一企 業で は 十分 な対 応が 出来 な い事 項で も ， 国研 や 大学 ，企 業内

他 部 門， 異業 種の 他企 業 と連 携す るこ とに よ って 対応 力が 飛躍 的 に増 すこ とは

明 白 であ った 。活 動の 成 果は ，い わゆ る広 義 の知 的財 産と して 蓄 積さ れる ため ，

企 業 内で のそ れら の敷 衍・進 化が 容易 にな り ，イ ノベ ーシ ョン の 呼び 水と な る 。

こ こ で言 う広 義の 知的 財 産と は ， 単に 産業 財 産権 のみ を指 すの で はな く ， 有益

な 技 術情 報・ 知識 ・デ ー タ等 も含 めた もの で ある 。  

筆 者は 2 0 0 2 年 4 月， 当 時苦 境に あっ た三 菱 電機 の社 長に 就任 し たが ，そ れ

ま で の経 験を 活か し ， 本 来の オー プン イノ ベ ーシ ョン に加 え社 内 の各 部門 がク

ロ ス ファ ンク ショ ン的 に 連携 する 社内 のオ ー プン イノ ベー ショ ン を意 識し た経

営 を 推奨 した 。蓄 積さ れ てい る広 義の 知的 財 産を 生か して 比較 優 位に ある 良い

事 業 を更 に強 化し ，グ ロ ーバ ル市 場で の競 争 力を 高め るこ とに 努 めた。 2 0 0 3 年

度 最 終損 益が 黒字 化し て 以後 黒字 体質 を 維 持 し今 日に 至っ てい る 。知 的財 産は

お 金 と違 って 使え ば減 る 財産 では なく ，使 え ば使 うほ ど新 たな 価 値を 増や すこ

と の でき る性 格の もの で ある 。資 源に 乏し く 雇用 者報 酬も 比較 的 高い わが 国の

企 業 がグ ロー バル 競争 に 打ち 勝っ てい くた め には 広義 の知 的財 産 重視 の経 営が

不 可 欠で ある 。こ の事 を 忘れ て ， 財務 戦略 や M & A 戦 略だ けに 流 され ては わが 国

企 業 とし て十 分な 競争 力 を得 るこ とは 不可 能 であ ろう 。  

序 な がら 少し 付言 する 。筆者 は ， 2 0 0 9 年 ４ 月産 総研 理事 長に 就 任し た。就任

を 打 診さ れた 当初 は ， 浅 学非 才の 自分 には 身 に余 る重 責だ と辞 退 した が ， 幾度

も 勧 誘を 受け て遂 には 就 任を 引き 受け るこ と にな った 。  
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な に 故だ ろう ？！ ！  心 のど こか に， 産総 研 は， 時々 の時 代の 要 請を 受け て

国 と して 推進 する べき 研 究の 実施 主体 であ る 。そし てそ の生み 出 す論 文や 特許 ，

国 際 標準や J I S 規格 ， そし て数 多く の技 術 相談 や人 材育 成へ の 対応 など の実 績

か ら して ，国 レベ ルで 広 義の 知的 財産 重視 経 営を 推進 する 上で の 最も 重要 な役

割 を 担っ てい る集 団で あ り ， その 力に なり た い ， なる べき と言 う 思い があ った

が 故 であ ろう 。就 任後 ， この 役割 を果 たそ う とす る多 くの 研究 者 の旺 盛に して

清 々 しい ”志 “に 出会 っ た。 筆者 は彼 らと “ 志” を共 有し て理 事 長と しての 4

年 間 を過 ごす 事が でき た 。  
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